
年度 4年度
90

計画時の懸案事項への対応 転入世帯に対し、居住地の組合の説明を行っている。

計画時の懸案事項 特に転入世帯の組合への加入促進が必要である。

指　標　設　定　の　考　え　方
久山町は、行政情報を区長から組合長へと伝達する仕組みをとっている。また、防災
面を考えると組合単位の地域コミュニティの必要性は高いと考えるため、コミュニティ
活動参加世帯率が適当と考える。

実 績 ％ 89 87
目 標 ％ 95 95 90

目　的　達　成　の　指　標
（成果指標）

単位 1 年度 2 年度 3

コミュニティ活動参加世帯率（住民基本台帳上の組合世帯数÷全世帯数＝参加世帯
率）
区分年度

事　　業　　の　　内　　容
組合における生活環境美化推進事業、ふれあい、レクレーション事業、伝統芸能行
事の復活継承事業を対象に予算の範囲内で助成金を交付する。

終了年度 令　和 年度まで
実　施　期　間

開始年度 平　成 16 年度から

事 業 の 目 的
活力あふれる地域づくりを推進するため、各行政区の組合が行うコミュニティ事業に
対し支援を行う。

法 令 根 拠 等 久山町地域コミュニティ活動助成金交付要綱

事 業 の 対 象 各行政区の組合

事 業 の 性 格 自 治 事 務

予 算 事 業 名 一般管理費

14 目

総合計画での位置づけ
( 施 策 名 ）

各地域を支える行政区を核とした住民自治の促進

予 算 科 目 2 款 1 項

事 務 事 業 名 コミュニティ助成金事業

継続事業 事務事業評価の履歴 有

事 業 担 当 者 城戸　貞人 一 次 評 価 者 亀井　玲子

事 業 区 分

担 当 課 総務課 担 当 課 長 久芳　浩二

令和 2 年度事業評価シート №１

ＰＬＡＮ(計画) 自己評価 事務事
業番号

41



円
※負担額には国費・県費は含まれていません。（千円）

1 2 3 4

1 2 3 4 5

※　上段には目標値を、下段には実績値をそれぞれ記入してください。
1 2 3 4

円
※負担額には国費・県費は含まれていません。（千円）

1 2 2 3

実施備忘録

合　　　　計 4,302 4,459 4,447 4,430

合　　　　計 4,302 4,459 4,447

財源内訳

国　庫　支　出　金 0 0

事業費
直接事業費 3987

0 0 0
そ　　の　　他 0 0 0 0
一　般　財　源 4,302 4,459

4,430
0 0

4,447 4,430

県　支　出　金 0 0 0 0
地　　方　　債 0

0.06 0.06

4000 3988 4000
人　件　費 315 459 459

人件費（①×②－③） 315 459 459 430

430

②　人　件　費　単　価 7,891 7,652

年度決算 年度予算 年度決算 年度予算

事務量

項　　　　　　　　目

7,652 7,179

事務量及び財政内訳
町民一人当たり負担額 483

③　補助事業人件費 0 0 0

①　人　工　数 0.04 0.06

DO（実施）

年度

299 227

事業活動の実績（活動指標）
年度 年度

組合加入のお知らせ配布
数

件
300 300 200 200

項目 単位 年度

区分／年度

実　　　績 3,987 3,988
目　　　標 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

年　度 年　度

合　　　　計 4,315 4,459 4,430 4,430

事業費計画 （千円）

4,430

地　　方　　債
財源内訳

国　庫　支　出　金
県　支　出　金

一　般　財　源 4,315 4,459 4,430
そ　　の　　他

年　度 年　度 年　度

4,430
人　件　費 315 459 430
合　　　　計 4,315 4,459 4,430

4000 4000 4000 4000
430

459 430 430人件費（①×②－③） 315
③　補助事業人件費 0 0 0 0

7,891 7,652 7,179 7,179

事業費
直接事業費

②　人　件　費　単　価
事務量

①　人　工　数 0.04 0.06 0.06
年度予算

0.06
項　　　　　　　　目 年度予算 年度予算 年度予算

485

PLAN（計画） №２

事務量及び財政内訳
町民一人当たり負担額



5 大 小 1
１．そもそも必要な事業か？

町民のニーズが高い。ニーズが増加傾向である。
緊急性が高く、即時に実施しなければならない。
実施しなければ町民生活に及ぼす影響が大きい。
町民生活や町のイメージアップの向上に寄与する。

２．町が実施する必要があるか？
町が実施主体となることが法令等により定められている。 ※該当する場合は左の□にチェックしてください。
公権力行使、あるいは政策判断を伴い、民間等では実施できない。
民間等や国・県で実施するよりも効果的である。
民間等あるいは国や県で類似事業を実施していない。

３．実施内容は適切か？
　①有効性

久山町総合計画基本計画の将来計画を実現するために有効な事業である。
事業の手法・活動内容は適切である。
事業の成果達成状況や進捗状況は順調である。

　②効率性
事業費に見合った成果を上げている。
外部委託等（指定管理者を含む）による効率化が図られている。
実施方法の工夫により効果を維持しながらコスト削減を図っている。

　③公平性・透明性
受益者負担について課題はない。（または、受益者負担を求めることが適当でない。）
事業費に占める一般財源の額は妥当である。
ホームページや広報を活用し、積極的に情報を公開している。

実施方法の工夫
事業の効率化
受益者負担の適正化
事業縮小
その他

４．自己評価の理由（必要性、有効性、効率性、公平性・透明性の観点から）

５．成果実績の評価（今後の方向性等について具体的に）と課題認識

転入者は増加しているものの、加入率は目標値に達していない。行政が地域と連携して、特に若年層のコミュニティ
活動への理解を促進することが必要である。強制でない組合加入を促進する手段は限られているが、新規住民が
必ず行う役場での転入手続時に行っている組合加入のお知らせ資料（所属行政区および組合長、組合活動の紹介
を記載）の配布は有効な取り組みである。

E完了

行政区コミュニティの基礎である組合活動を維持していくためには有効な制度であり、必要な制度であると捉えてい
る。また、防災の面から考えても地区住民内での連携が必要不可欠であるため、町と連携して事業を継続していくこ
とが重要である。また、住民の生活満足度を上げる要因の一つであると捉えており、今後も更なる加入率上昇に取り
組んでいくことが必要であることから上記の評価とした。

B現状維持（計画どおり進んでおり、現状のまま事業を進める）
C見直し
D廃止

4

A重点化（計画どおり進んでおり、コストを拡充し、更なる事業推進を図る）

今後の方向性
A・B＝目標達成できたもの
C・D＝目標達成できていないもの C見直しの具体的内容

3
B

3

3

3
C3

4
4

3
B

4

3
B4

4
4
3
4

B

評点 判定

自己評価 評価者 城戸　貞人
5段階評価で評点を付けます。

↓

ＣＨＥＣＫ（評価） №３



自己評価を基に基本施策の進捗状況と照らし合わせて評価を行う。

5段階評価で評点を付けます。
5 大 小 1

１．そもそも必要な事業か？
町民のニーズが高い。ニーズが増加傾向である。
緊急性が高く、即時に実施しなければならない。
実施しなければ町民生活に及ぼす影響が大きい。
町民生活や町のイメージアップの向上に寄与する。

２．町が実施する必要があるか？
町が実施主体となることが法令等により定められている。 ※該当する場合は左の□にチェックしてください。
公権力行使、あるいは政策判断を伴い、民間等では実施できない。
民間等や国・県で実施するよりも効果的である。
民間等あるいは国や県で類似事業を実施していない。

３．実施内容は適切か？
　①有効性

久山町総合計画基本計画の将来計画を実現するために有効な事業である。
事業の手法・活動内容は適切である。
事業の成果達成状況や進捗状況は順調である。

　②効率性
事業費に見合った成果を上げている。
外部委託等（指定管理者を含む）による効率化が図られている。
実施方法の工夫により効果を維持しながらコスト削減を図っている。

　③公平性・透明性
受益者負担について課題はない。（または、受益者負担を求めることが適当でない。）
事業費に占める一般財源の額は妥当である。
ホームページや広報を活用し、積極的に情報を公開している。

実施方法の工夫
事業の効率化
受益者負担の適正化
事業縮小
その他

一次評価の理由（今後の方向性等について具体的に）

自己評価・一次評価の傾向

E完了

まちづくりの基礎となる地域コミュニティ活動は重要であるが、転入者の加入率は減少している。コミュニティ活動へ
の理解を深める啓発活動を推進していくとともに、地域とも連携して取り組んでいく。

B現状維持（計画どおり進んでおり、現状のまま事業を進める）
C見直し
D廃止

C見直しの具体的内容
A重点化（計画どおり進んでおり、コストを拡充し、更なる事業推進を図る）

今後の方向性
A・B＝目標達成できたもの
C・D＝目標達成できていないもの

3

3
B

C

4
3

3
3

4
3

3
B

4
4

4
B

4
4
3

B

4
評点 判定

亀井　玲子一次評価

ＣＨＥＣＫ（評価） №４

評価者
↓

0%

20%

40%

60%

80%

100%
妥当性

必要性

有効性効率性

公平性

自己評価

一次評価



A以下の点について良好と評価し、コストを拡充し更なる事業推進を図る。

B計画どおり、現状のまま事業を継続する。

C事業継続と判断するが、以下の課題を解決するため計画の見直しを行う。

D事業廃止と判断し、外部評価委員会に諮ることとする。

月 日
開催予定

E事業の目的を達成し、事業完了したと判断する。

一次評価は以下の点で問題がある又は判断されるため、一次評価の見直しを求める。

月 日

評価終了
外部評価へ

一次評価をやり
直し、

までに提出するこ
と。

外部評価委員会
で評価する。

新規転入者の組合加入促進は、防災、防犯、福祉活動など様々な分野で必要不
可欠なものであるが、憲法違反の恐れもあるため、強制加入ができず加入のお願
いにとどまっているところである。

№５ACTION（評価・改善） 自己評価、一次評価の結果を踏まえ、実施体系の進捗状況と照
らし合わせ評価を行う。

評価者 久芳　浩二二次評価



外部評価

実施方法の工夫
事業の効率化
受益者負担の適正化
事業縮小
その他

経営者会議

実施方法の工夫
事業の効率化
受益者負担の適正化
事業縮小
その他

令和 4 年度予算要求事項（今後の取り組み）

評
価

経営者会議の結果

D廃止
E完了

C見直しの具体的内容
A重点化（計画どおり進んでおり、コストを拡充し、更なる事業推進を図る）

今後の方向性
A・B＝目標達成できたもの
C・D＝目標達成できていないもの

経営者評価

B現状維持（計画どおり進んでおり、現状のまま事業を進める）
C見直し

町長

外部評価委員の意見

評
価

D廃止
E完了

C見直し

C見直しの具体的内容
A重点化（計画どおり進んでおり、コストを拡充し、更なる事業推進を図る）
B現状維持（計画どおり進んでおり、現状のまま事業を進める）

A・B＝目標達成できたもの
C・D＝目標達成できていないもの

今後の方向性

ACTION（評価・改善） 自己評価、一次評価、二次評価の結果を踏まえ、実施体系の進
捗状況と照らし合わせ評価を行う。

№６


